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１【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】
　2020年９月17日に提出いたしました第62期（自　2019年７月１日　至　2020年６月30日）有価証券報告書の記載事項

の一部に訂正すべき事項がありましたので、これを訂正するため有価証券報告書の訂正報告書を提出するものでありま

す。

 

２【訂正事項】
第一部　企業情報

第２　事業の状況

１　経営方針、経営環境及び対処すべき課題等

(4）目標とする経営指標

第４　提出会社の状況

４　コーポレート・ガバナンスの状況等

(4）役員の報酬等

①　役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針に係る事項

（ⅱ）業績連動型金銭報酬

（ⅲ）業績連動型株式報酬

 

３【訂正箇所】
　訂正箇所は＿＿＿を付して表示しております。
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第２【事業の状況】

１【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

(4)目標とする経営指標

　　（訂正前）

（省略）

当社はこれまで業績面での成長を重視してきましたが、企業として今後も発展を続けていくために、組織の質の面で

の拡充に注力することも重要と考えております。これを踏まえ、翌事業年度（第63期）の年度計画における総付加価

値額は78億円と設定しております。（省略）

 

　　（訂正後）

（省略）

当社はこれまで業績面での成長を重視してきましたが、企業として今後も発展を続けていくために、組織の質の面で

の拡充に注力することも重要と考えております。これを踏まえ、翌事業年度（第63期）の年度計画における総付加価

値額は80億円と設定しております。（省略）

 

第４【提出会社の状況】

４【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（４）【役員の報酬等】

①役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針に係る事項

（ⅱ）業績連動型金銭報酬

　　（訂正前）

（省略）

ａ．（省略）

ｂ．翌事業年度（第63期）の年度計画における総付加価値額は78億円であり、この総付加価値額を100％達成した場

合の業績連動型金銭報酬の総額は86百万円となります。（省略）

 

　　（訂正後）

（省略）

ａ．（省略）

ｂ．翌事業年度（第63期）の年度計画における総付加価値額は80億円であり、この総付加価値額を100％達成した場

合の業績連動型金銭報酬の総額は86百万円となります。（省略）

 

　　（訂正前）

（省略）

ａ．～ｃ．（省略）

ｄ．業績連動係数は、業績連動目標の達成率に応じて次のとおりとします。

（表省略）

（注）１．（省略）

２．総付加価値は、営業利益、人件費及び福利厚生費の合計額とします。

なお、翌事業年度（第63期）の年度計画における総付加価値額は78億円であります。

３．（省略）

 

　　（訂正後）

（省略）

ａ．～ｃ．（省略）

ｄ．業績連動係数は、業績連動目標の達成率に応じて次のとおりとします。

（表省略）

（注）１．（省略）

２．総付加価値は、営業利益、人件費及び福利厚生費の合計額とします。

なお、翌事業年度（第63期）の年度計画における総付加価値額は80億円であります。

３．（省略）
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（ⅲ）業績連動型株式報酬

　　（訂正前）

（省略）

ａ．（省略）

ｂ．業績連動型株式報酬についても、業績連動型金銭報酬同様に、当社が経営指標としている総付加価値により総

ポイント数を決定します。

翌事業年度（第63期）の年度計画における総付加価値額は78億円であり、この総付加価値額を100％達成した場

合の業績連動型株式報酬の総ポイント数は22,500ポイントとなります。（省略）

 

　　（訂正後）

（省略）

ａ．（省略）

ｂ．業績連動型株式報酬についても、業績連動型金銭報酬同様に、当社が経営指標としている総付加価値により総

ポイント数を決定します。

翌事業年度（第63期）の年度計画における総付加価値額は80億円であり、この総付加価値額を100％達成した場

合の業績連動型株式報酬の総ポイント数は22,500ポイントとなります。（省略）

 

　　（訂正前）

（省略）

ａ．～ｃ．（省略）

ｄ．業績連動係数は、業績連動目標の達成率に応じて次のとおりとします。

（表省略）

（注）１．（省略）

２．総付加価値は、営業利益、人件費及び福利厚生費の合計額とします。

なお、翌事業年度（第63期）の年度計画における総付加価値額は78億円であります。

３．（省略）

 

　　（訂正後）

（省略）

ａ．～ｃ．（省略）

ｄ．業績連動係数は、業績連動目標の達成率に応じて次のとおりとします。

（表省略）

（注）１．（省略）

２．総付加価値は、営業利益、人件費及び福利厚生費の合計額とします。

なお、翌事業年度（第63期）の年度計画における総付加価値額は80億円であります。

３．（省略）
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